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マイクロプラスチック（MPs）のうち、⾃動⾞などのタイヤが摩耗してできる粒⼦は環境中への
流出量が特に多いと考えられていますが、タイヤ由来 MPs が環境中でどのように移動し、どこに
蓄積するのか、これまで分かっていませんでした。 

国⽴環境研究所、産業技術総合研究所、愛媛⼤学の研究チーム（以下「本研究チーム」という。）
が、北海道から沖縄まで 11 都道府県 36 地点（沿岸海域/湖沼）において、堆積物中のタイヤ由来
MPs の濃度を調べたところ、多くの地点（32 地点）でタイヤ由来 MPs が検出されました。さらに、
これらの粒⼦は川を通じて海や湖に運ばれ、陸域から流⼊した泥や有機物とともに沈殿し、堆積物
中に蓄積していることが⽰唆されました。この結果により、タイヤ由来 MPs の環境中挙動と汚染
状況の評価・⾒積もりが可能となり、対策のための基盤的知⾒としての活⽤が期待できます。 

本研究の成果は、2025 年 7 ⽉ 24 ⽇付で Elsevier 社から刊⾏された⽔環境分野の学術誌『Water 
Research』に掲載されました。 

 

1. 研究の背景と⽬的 
 
マイクロプラスチック（MPs）の発⽣源は、化学繊維の洗濯や、⼈⼯芝、建築塗料、農業資材等の劣
化・微細化など様々なものがあり、その中でも、⾃動⾞などのタイヤの摩耗によって⽣じるタイヤ
由来 MPs が、⽣成量として⼤きな割合を占めると考えられています。⽇本においては、MPs の流出
量は約 1.1~2.4 万トン／年であり、このうちタイヤ由来粒⼦は 24~85%を占めると⾒積もられていま
す（環境省, 2025）。こうしたことから、タイヤ由来 MPs による環境汚染はすでに進⾏しているもの
と考えられますが、実際の汚染状況の知⾒は限られ、環境中挙動についても未解明の状況でした。 
本研究では、11 都道府県 36 地点の堆積物中のタイヤ由来 MPs を定量分析し、⽔域環境における輸
送および蓄積状況を調査しました。さらに、タイヤ由来 MPs と泥などの堆積状況の関係を調べるこ
とで、これらの粒⼦の環境中挙動について検討しました。 

2. 研究⼿法 

堆積物試料（⽔底の砂や泥）は、北海道から沖縄まで、⽇本の 11 都道府県 36 地点（北海道、岩⼿、
⼭形、東京、広島、⾼知、福岡、宮城、⼭⼝、沖縄の沿岸海域と、⻑野県の淡⽔湖である諏訪湖）
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において採取し、タイヤ由来 MPs による汚染実態を調べました。分析には熱分解ガスクロマトグラ
フィー質量分析装置（注釈１）を⽤い、タイヤの代表的な構成成分である天然ゴムおよび合成ゴム
を定量し、その結果からタイヤが路⾯との摩擦で削れてできる粒⼦としての重量を求めました。 

3. 研究結果と考察 

タイヤ由来 MPs は、36 地点中 32 地点の堆積物試料から検出され、濃度は平均（中央値）で乾燥重
量あたり 182 µg/g でした（図１A）。また、36 地点中 30 地点では、タイヤ由来 MPs 濃度が、⽣物へ
の毒性が無いとされる限界の濃度（予測無影響濃度）を超過し、⽣態系の健全性や⽣物多様性が損
なわれるリスクが排除できないことが⽰唆されました。 
調査を⾏った⽔域のうち、泥（粒径が 63 µm 以下の粒⼦）の顕著な堆積が⾒られる⽔域では、タイ
ヤ由来 MPs 濃度は、含泥率（堆積物中の泥の割合）、全有機炭素、および陸起源有機炭素と正の相
関を⽰しました。この結果は、道路で発⽣して河川等に流⼊したタイヤ由来 MPs が、泥や有機物と
ともに⽔流に乗って輸送され、沿岸海域等の堆積物中に分布していることを⽰すものと考えられま
した（図１B）。⼀⽅で、⽔流が強く泥の堆積があまり⾒られない⽔域では、タイヤ由来 MPs の堆積
物中への蓄積も限定的であり、拡散によって MPs 汚染が広範囲に分散している可能性が⽰唆されま
した。 
タイヤ由来 MPs と泥や有機物等の陸起源物質との相関関係を明確に⽰したのは本研究が初めてで
あり、⽔環境中におけるタイヤ由来 MPs の輸送・蓄積挙動の理解を深めた点で重要な学術的意義が
あります。加えて、⽇本各地での泥や有機物等の堆積状況については、産業技術総合研究所等が⾏
う地質調査での膨⼤な知⾒の蓄積があり、これを活⽤することで、タイヤ由来 MPs の空間的分布お
よび蓄積状況を含む汚染の全体像を把握し、それに基づく詳細な評価や対策が必要な場所の選定を
効率的に進められることも期待されます。さらに、発⽣源での対策や除去設備の導⼊に必要な知⾒
を迅速に集積することにより、環境政策の⽴案や実⾏への貢献が⾒込まれます。 

 
 
図 1.（A）堆積物中タイヤ由来 MPs 濃度分析結果（⾚線は中央値を⽰す）,（B）タイヤ由来 MPs

の環境中挙動の模式図. 
 

4. 今後の展望 
本研究チームでは、タイヤに含まれる添加剤の影響も含めた、タイヤ由来 MPs の毒性評価を進めて
います。加えて、タイヤ由来 MPs の道路での発⽣から排⽔や河川等を通じて環境中へ流出するプロ
セスを含めて、実測とモデルの両⽅を⽤いた評価を⾏い、汚染の包括的かつ精緻な評価を進めてい
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くことを計画しています。 

5. 注釈 
(1) ゴム等を含む試料に熱を加え、分⼦レベルまで分解した上で分解物の量を測定することで、試

料に含まれるゴムの量を求める分析装置 
 

6. 研究助成 
本研究は、環境研究総合推進費（1-2204: JPMEERF20221004、1-2502: JPMEERF20251002）の⽀
援を受けて実施されました。 
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